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位置商標の出願において願書に記載した商標が 
複数の図又は写真により記載されている場合の取扱い 

 
位置商標の出願において、願書に記載した商標が複数の図又は写真により記

載されている場合の取扱いは、以下のとおりとする。 
 

１．商品等における位置を特定する記載が複数ある場合 
位置商標においては、願書に記載した商標中、位置を特定するために記載さ

れた商品等は、指定商品又は指定役務（以下「指定商品等」という。）のうちの

一部の商品又は役務である場合が多いと考えられる。 
しかしながら、登録商標の専用権の範囲は、あくまでも指定商品等の範囲で

ある（商第２５条）ことから、願書に記載した商標中、位置を特定するための

商品等の記載は、その指定商品等における使用態様のうちの一例として取り扱

うこととする。 
したがって、位置商標の出願において、願書に記載した商標として商品等に

おける位置を特定する記載が複数枚提出された場合には、それぞれの記載にお

いて下記（１）ないし（３）を全て満たす場合には、商第３条第１項柱書及び

第６条第１項の要件（一商標一出願）を満たすものとして取り扱う。 
（１）商品等が指定商品等に含まれていること 
（２）標章が同一であること 
（３）商品等における位置が同一であること 

 
（例） 

 
 

２．商品等における位置を特定する記載及び位置に付される標章のみの記載の

両方の記載がされている場合 
位置商標に係る専用権は、願書に記載した商標及び商標の詳細な説明により

特定された商品等における位置の範囲に限られると考えられる。一方、位置を

構成する標章である文字や図形等を、文字商標や図形商標等として出願をした

場合の専用権は、商品等における位置に関わらないものである。 
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このように、願書への記載の仕方により、専用権の範囲は異なり得ると考え

られるため、願書に商品等における位置を特定する位置商標の記載及びその位

置に付される標章のみの記載の両方がなされており、かつ、商標の詳細な説明

において、当該位置に付される標章のみの記載についての説明がなされていな

い場合には、位置商標と図形商標の二件の商標が記載されているものと考えら

れることから、位置商標であるとも認められず、その構成及び態様も特定され

ていないため、商第３条第１項柱書、商第５条第５項及び第６条第１項の要件

（一商標一出願）を満たさないものとして取り扱う。 
ただし、商標の詳細な説明において、「標章のみの記載は当該位置に付される

標章を明示したものである」旨の記載がされている場合には、位置商標である

ことが明らかなため、この限りでない。 
 

（商標の詳細な説明の記載例） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他方で、標章そのものを明示した拡大図が、標章全体を表していない場合は、

【商標登録を受けようとする商標】記載のものから標章が特定できないため、

商第３条第１項柱書の要件を満たさない。 
 
 

【商標登録を受けようとする商標】 

 
【位置商標】 
【商標の詳細な説明】 

商標登録を受けようとする商標（以下「商標」という。）は、標章を付

する位置が特定された位置商標であり、包丁の柄の中央部分の左側面に付

された星形の図形からなる。なお、星形の図形のみの記載は、当該位置に

付される標章を明示したものである。また、破線は、商品の形状の一例を

示したものであり、商標を構成する要素ではない。 
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（注）以下をクリックすると、商標審査基準をご覧になれます。 

○「第３条第１項柱書」の審査基準 
○「第５条（商標登録出願）」の審査基準 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/trademark/kijun/document/index/04_3-1-hashira.pdf
https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/guideline/trademark/kijun/document/index/30_5.pdf

